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証券コード 7923 

 平成28年６月14日 

株 主 各 位  

 千葉県柏市新十余二16番地１ 

  
 

代表取締役 
社   長 春  公 明 

第68期定時株主総会招集ご通知 

拝啓 日頃より格別のご高配を賜り厚く御礼申しあげます。 
さて、当社第68期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、

ご出席くださいますようご通知申しあげます。 
なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができます

ので、お手数ながら、後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権行使書
用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、平成28年６月28日（火曜日）午後５時30
分までに到着するようご返送くださいますようお願い申しあげます。 

敬 具 
記 

１．日   時  平成28年６月29日（水曜日）午前10時 
２．場   所  千葉県柏市若柴178－４ 柏の葉キャンパス148街区２ 

柏の葉カンファレンスセンター２階 ルーム５ 
３．目 的 事 項           

報 告 事 項            １．第68期（平成27年４月１日から平成28年３月31日ま
で）事業報告、連結計算書類並びに会計監査人及び
監査役会の連結計算書類監査結果報告の件 

２．第68期（平成27年４月１日から平成28年３月31日ま
で）計算書類報告の件 

決 議 事 項           
第１号議案 剰余金の処分の件 
第２号議案 監査役１名選任の件 
第３号議案 退任取締役に対し退職慰労金贈呈の件 

 
以 上                                        

（お願い） 
当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出く

ださいますようお願い申しあげます。 
なお、株主総会参考書類並びに事業報告、計算書類及び連結計算書類に修正が生

じ た 場 合 は 、 イ ン タ ー ネ ッ ト 上 の 当 社 ウ ェ ブ サ イ ト （ ア ド レ ス 
http://www.toin.co.jp）に掲載させていただきます。 
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（提供書面） 
 

事 業 報 告                   

平成27年４月１日から 
平成28年３月31日まで 

 

１．企業集団の現況に関する事項 

(1) 当連結会計年度の事業の状況 

① 事業の経過及びその成果 

当連結会計年度におけるわが国経済は、政府の経済政策や金融政策の景気下

支え効果などにより、主に輸出企業の収益が良好に推移し、設備投資や雇用・

所得環境も緩やかな回復基調を維持しておりましたが、個人消費の持ち直しの

ペースが緩慢であったことや中国をはじめとした新興国や資源国の経済の減速

などで全体的には力強さに欠け、また、年明け以降は円高・株安方向へ推移す

るなど先行き不透明な状況となりました。 

包装資材業界においては、国内の雇用者所得は全体的には緩やかな回復傾向

にありましたが、中・小規模企業の賃上げが足踏み状態であったことに加え、

年度当初の物価上昇の影響により実質所得が伸び悩んだことなどで消費者マイ

ンドが慎重に推移したことや、円安の定着による諸材料価格が高止まりするな

ど事業環境は厳しい状況で推移いたしました。 

当社グループは、このような状況のもと、包装資材事業においては、食品分

野及び化粧品分野の売上は、引き続き企画提案型の営業活動を積極的に展開し

たことにより堅調に推移いたしましたが、夏季の天候不順などの影響により日

用品分野の売上が低調に推移したことにより売上高は9,625百万円（前連結会

計年度比0.2％減）となりました。 

精密塗工事業は、堅調に推移していた情報端末向け部材の需要が、下期に入

り主力客先の減産などにより減少し、売上高は1,099百万円（前連結会計年度

比7.1％減）となりました。 

その他事業は、企画提案型の営業活動を積極的に展開したことにより販促品

などの商品販売の売上が増加し、売上高は596百万円（前連結会計年度比

11.4％増）となりました。 

この結果、当連結会計年度の全体の売上高は11,321百万円（前連結会計年度

比0.4％減）となりました。 

利益面については、包装資材事業は、円安の定着による諸材料価格の高止ま

りや一部主力製品の仕様変更に伴う歩留率の低下、商品構成の変化に伴い一部
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工程が隘路となり、計画的な生産ができずに外注対応したことなどでの製造コ

スト増を吸収しきれず、また、海外では本格稼動から間もないベトナム現地法

人（TOIN VIETNAM CO., LTD.）は、新規客先の開拓に積極的に取り組んだこと

で売上高を伸ばしておりますが、まだ、製造コストの回収には至らず、減益と

なりました。 

精密塗工事業は、品質保証体制の継続的改善を図り、高品質な製品を安定的

に供給する体制の確立を継続して進めてまいりましたが、主に売上高が減少し

たことにより減益となりました。 

その他事業は、受託包装において、フレキシブルな生産シフト体制の編成な

ど生産性向上の諸施策を実行し、原価低減に注力いたしましたが、利益率を確

保できず減益となりました。 

この結果、当連結会計年度の営業損失は171百万円（前連結会計年度営業利

益48百万円）、為替差損の計上などにより経常損失は225百万円（前連結会計

年度経常利益185百万円）、親会社株主に帰属する当期純損失は230百万円（前

連結会計年度親会社株主に帰属する当期純利益233百万円）となりました。 

 

② 設備投資の状況 

当連結会計年度における設備投資の総額は、438百万円であります。その主

な内訳は、当社包装資材事業の生産効率の改善、品質保証、原価低減等を目的

とした設備投資289百万円であります。これらに要した資金は、自己資金、借

入金でまかないました。 

 

③ 資金調達の状況 

特に記載すべき事項はありません。 

 

(2) 対処すべき課題 

今後の見通しについては、わが国経済は、「経済・財政再生」を目指す政府の

各種経済政策などにより、景気は徐々に回復すると見込まれますが、中国をはじ

めとする新興国経済の景気減速や金融市場の変動などにより先行き不透明な状況

で推移すると思われます。 

包装資材業界においては、個人消費の緩やかな回復傾向が全体としては続くと

予想されるものの、海外経済の減速などによる企業収益悪化の影響を受け雇用・

所得環境改善の鈍化なども想定されるなど、不透明な事業環境が続くものと予想

されます。 

このような状況のもと、当社グループは、さらにグループ会社間の連携を強化
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し、業容の維持・拡大のため、新商品・新技術の開発、内部管理体制の強化、協

力会社ネットワークの一層の強化を行い、包装資材事業については、引き続き企

画提案型の営業活動を継続し、特に化粧品及び医薬品分野の受注拡大とラベル部

門での新規分野・新規客先の開拓に積極的に取り組むとともに、より採算性を重

視した受注活動に注力してまいります。 

また、ベトナム現地法人（TOIN VIETNAM CO., LTD.）及びタイ現地法人（TOIN

（THAILAND）CO., LTD.）は、東南アジア全域の日系企業はもとより、外資系企

業ならびにベトナム及びタイ国内のローカル企業を対象に新規開拓を強化してま

いります。 

生産面においては、原材料の内製化、省人化・省力化、品質向上、安定操業の

ための諸施策推進による製造コストの低減を図るとともに、ベトナム現地法人

（TOIN VIETNAM CO., LTD.）の生産量拡大のための諸施策を実行し、当社グルー

プの収益基盤の強化に努めてまいります。 

精密塗工事業については、引き続き展示会への出展や製販一体となったマーケ

ティング重視の営業活動をさらに積極的に展開し、新規客先・新規分野の需要先

の開拓を推進するとともに、引き続ききめ細かいサポートと高品質な商品提供に

より売上の拡大・安定と収益性の向上を目指してまいります。 

その他事業については、デザインからアッセンブルまでの一貫性をセールスポ

イントに、医薬部外品・化粧品・食品製造の許認可を活用しつつ、引き続き定期

的な商品の受注獲得に注力するとともに、フレキシブルな生産体制の編成等、生

産性の向上に向けた取り組みと品質保証体制を一層強化し、コスト競争力の強化

に努めてまいります。 
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(3) 直前３事業年度の財産及び損益の状況 

① 企業集団の財産及び損益の状況 

区 分 
第 65 期 

平成25年３月期
第 66 期 

平成26年３月期
第 67 期 

平成27年３月期
第68期(当連結会計年度) 
平成28年３月期 

売 上 高(千円) － 10,916,619 11,366,524 11,321,881 

営業利益又は営業損失(△)(千円) － 117,985 48,454 △  171,451 

経常利益又は経常損失(△)(千円) － 118,128 185,513 △  225,747 

親会社株主に帰属する当期
純利益又は親会社株主に帰
属 す る 当 期 純 損 失 ( △ )

(千円) － 93,412 233,742 △  230,536 

１株当たり当期純利益又は
１株当たり当期純損失(△)

（円） － 17.08 42.74 △   42.15 

総 資 産(千円) － 15,509,307 16,956,110 16,077,748 

純 資 産(千円) － 8,437,132 9,065,493 8,509,260 

１株当たり純資産額（円） － 1,542.62 1,650.90 1,549.07 

（注）１．当社では、第66期より連結計算書類を作成しております。 

２．「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日）等の適

用により、当連結会計年度より「当期純利益又は当期純損失（△）」の科目表示を

「親会社株主に帰属する当期純利益又は親会社株主に帰属する当期純損失（△）」

に変更しております。 

 

② 当社の財産及び損益の状況 

区 分 
第 65 期 

平成25年３月期
第 66 期 

平成26年３月期
第 67 期 

平成27年３月期
第68期(当事業年度) 
平成28年３月期 

売 上 高(千円) 11,046,106 10,585,429 10,944,399 10,929,622 

営業利益又は営業損失(△)(千円) 276,283 80,469 171,465 △  119,826 

経常利益又は経常損失(△)(千円) 293,323 77,224 205,485 △  126,805 

当期純利益又は当期純損失(△)(千円) 161,494 67,889 265,239 △  120,706 

１株当たり当期純利益又は
１株当たり当期純損失(△)

（円） 29.25 12.41 48.50 △   22.07 

総 資 産(千円) 15,109,532 15,355,810 16,349,218 15,944,632 

純 資 産(千円) 8,334,955 8,421,610 8,842,258 8,683,694 

１株当たり純資産額（円） 1,523.76 1,539.78 1,616.70 1,587.73 
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(4) 重要な親会社及び子会社の状況 

① 親会社の状況 

該当事項はありません。 

② 重要な子会社の状況 

会 社 名
資 本 金 又 は
出 資 金

当社の議決権等の
所 有 割 合

事 業 内 容 

TOIN（THAILAND）CO., LTD. 12,500千バーツ 80％ 包装資材等の輸出入及び販売 

TOIN VIETNAM CO., LTD. 146,968百万ドン 100％ 包装資材等の製造及び販売 

 

(5) 主要な事業内容（平成28年３月31日現在） 

① 包装資材事業 紙器、樹脂パッケージ、ラベル、説明書等の製造販売 

② 精密塗工事業 電子部材・記録媒体・建材等の精密塗工製品の製造受託 

③ その他 事業             食品・化粧品・医薬部外品等の加工・セットの受託、販促品

等の商品販売 

 

(6) 主要な営業所及び工場（平成28年３月31日現在） 

① 当社の主要な営業所 

名 称 所 在 地 

東 京 本 社 東京都江東区亀戸一丁目４番２号 

大 阪 営 業 所 大阪府大阪市北区堂島二丁目１番27号 

柏 工 場 千葉県柏市新十余二16番地１ 

野 田 事 業 所 千葉県野田市中里231番地５ 

 

② 子会社 

名 称 所 在 地 

TOIN (THAILAND) CO., LTD. タイ国バンコク市 

TOIN VIETNAM CO., LTD. ベトナム社会主義共和国ビンズン省 
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(7) 使用人の状況（平成28年３月31日現在） 

① 企業集団の使用人の状況 

 使 用 人 数 前連結会計年度末比増減 

包 装 資 材 事 業 357名 19名増加 

精 密 塗 工 事 業 38名  5名減少 

そ の 他 事 業 9名  1名増加 

全  社  （ 共 通 ） 97名  1名増加 

合 計 501名 16名増加 

（注） 使用人数には受入出向者（２名）を含み、パートタイマーは含んでおりません。 

 

② 当社の使用人の状況 

使 用 人 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数 

421名 3名 増加 39.7歳 14.4年 

（注） 使用人数には受入出向者（２名）を含み、パートタイマーは含んでおりません。 

 

(8) 主要な借入先の状況（平成28年３月31日現在） 

借 入 先 借 入 額 

㈱ み ず ほ 銀 行 1,477,500千円 

 

(9) その他企業集団の現況に関する重要な事項 

該当事項はありません。 

 



 

－  － 
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２．株式に関する事項（平成28年３月31日現在） 

(1) 発行可能株式総数 21,850,000株 

(2) 発行済株式の総数 6,377,500株（自己株式 908,252株） 

(3) 株主数 806名 

(4) 大株主（上位10名） 

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率 

山 科  統 1,010,417株 18.47％ 

ト ー イ ン 共 栄 会 913,500 16.70 

山 科 裕 彦 690,000 12.62 

㈱ み ず ほ 銀 行 272,500 4.98 

東洋インキＳＣホールディングス㈱ 196,700 3.60 

ト ー イ ン 従 業 員 持 株 会 186,213 3.40 

㈱バンダイナムコホールディングス 182,500 3.34 

三 井 住 友 信 託 銀 行 ㈱ 170,000 3.11 

北 川  登 86,462 1.58 

㈱ 小 森 コ ー ポ レ ー シ ョ ン 77,000 1.41 

（注）１．自己株式（908,252株）は、上記表より除外しております。 

２．持株比率は、自己株式を控除して計算しております。 

３．山科裕彦氏（当社前取締役）は平成28年３月21日に逝去いたしましたが、平成28年

３月31日現在、名義変更手続が未了のため、株主名簿上の名義に基づき記載してお

ります。 

 

３．新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。 

 



 

－  － 
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４．会社役員に関する事項 

(1) 取締役及び監査役の状況（平成28年３月31日現在） 

会社における地位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況 

代表取締役社長 春  公 明
ＣＥＯ（兼）ＣＯＯ 
TOIN VIETNAM CO., LTD.会長 

取 締 役 橋 本 善 行

副社長執行役員 海外事業統括 
（兼）パッケージ事業管掌 
TOIN（THAILAND）CO., LTD.代表取締役会長 
TOIN VIETNAM CO., LTD.副会長 

取 締 役 甫 坂  健
専務執行役員 機能材事業統括 
（兼）ラベル事業本部長 （兼）技術本部長 
（兼）柏工場長 

取 締 役 坂 戸 正 朗
常務執行役員 経営企画統括 
TOIN（THAILAND）CO., LTD.取締役 

取 締 役 市 倉 由 幸
常務執行役員 パッケージ事業統括 
（兼）営業本部長 

取 締 役 平 田 英 敏 東洋インキＳＣホールディングス㈱ 顧問 

常 勤 監 査 役 埴 淵 正 伯  

監 査 役 友 原 征 夫 友原征夫税理士事務所 税理士 

監 査 役 山 本 昌 平

丸の内中央法律事務所 パートナー弁護士 
㈱バンダイ 社外監査役 
ナラサキ産業㈱ 社外取締役 
三信電気㈱ 社外監査役 

監 査 役 平 澤 勝 敏  

（注）１．平成28年２月１日付で、次のとおり取締役の担当を変更いたしました。 
          旧      新 

 甫坂 健 機能材事業統括 

（兼）ラベル事業本部長 

（兼）柏工場長 

機能材事業統括 

（兼）ラベル事業本部長 

（兼）技術本部長 

（兼）柏工場長 

２．取締役山科裕彦氏は、平成28年３月21日ご逝去のため退任いたしました。なお、同

氏は退任時において、執行役員 企画開発本部長でありました。 

３．取締役平田英敏氏は、社外取締役であります。 

４．監査役友原征夫氏及び山本昌平氏は、社外監査役であります。 

５．常勤監査役埴淵正伯氏は、長年当社の経理部門等の責任者を経験しており、財務及

び会計に関する相当程度の知見を有しております。 

監査役友原征夫氏は、税理士の資格を有しており、税務及び会計に関する相当程度

の知見を有しております。監査役平澤勝敏氏は、長年他の上場企業の経理部門責任者

及び監査役を経験しており、財務及び会計に関する相当程度の知見を有しております。 

６．当社は、監査役友原征夫氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、

同取引所に届け出ております。 



 

－  － 
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(2) 責任限定契約の内容の概要 

 当社は、取締役（業務執行取締役等であるものを除く）及び監査役と、会社法

第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の責任につき、善意でかつ重

大な過失がないときは、損害賠償責任を法令が定める額を限度とする責任限定契

約を締結できる旨を定款に定めております。本定めに基づき、当社と取締役（業

務執行取締役等であるものを除く）及び各監査役は、責任限定契約を締結してお

ります。 

 

(3) 取締役及び監査役の報酬等の総額 

区 分 人 数 報 酬 等 の 額 

取 締 役 8名 129,924千円 

監 査 役 5名 21,712千円 

合 計 
 （う ち 社 外 役 員） 

13名 
（ 3名）

151,636千円 
（ 12,257千円） 

（注）１．取締役の報酬等の額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。 

２．平成元年６月28日開催の第41期定時株主総会において、取締役の報酬限度額は、年

額400百万円以内（ただし、使用人分給与は含まない）、監査役の報酬限度額は、

年額50百万円以内と決議いただいております。 

３．上記の報酬等の額には、当事業年度に係る役員退職慰労引当金繰入額19,265千円

（取締役８名に対し17,833千円、監査役５名に対し1,432千円）が含まれておりま

す。 

４．上記のほか、平成27年６月26日開催の第67期定時株主総会の決議に基づき、同総会

終結の時をもって退任した取締役及び監査役に対する役員退職慰労金が以下のとお

りあります。 

・取締役１名に対し  17,830千円 

・監査役１名に対し   7,180千円 

なお、各金額には当事業年度及び過年度の事業報告において役員の報酬等の総額に

含めた役員退職慰労引当金繰入額、取締役分14,258千円、監査役分5,520千円が含

まれております。 

 



 

－  － 
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(4) 社外役員に関する事項 

① 他の法人等における業務執行者、社外役員等の重要な兼職の状況及び当社と

当該他の法人等との関係 

地 位 氏 名 重 要 な 兼 職 の 状 況 当 社 と の 関 係 

取締役 平 田 英 敏 東洋インキＳＣホールディングス㈱ 顧問 

同社は、当社の大株主であ
り、同社の子会社である東
洋インキ㈱との間に原材料
等の仕入取引があります。 

監査役 友 原 征 夫 友原征夫税理士事務所 税理士 特別の関係はありません。 

監査役 山 本 昌 平

丸の内中央法律事務所 パートナー弁護士 
㈱バンダイ 社外監査役 
ナラサキ産業㈱ 社外取締役 
三信電気㈱ 社外監査役 

特別の関係はありません。 

 

② 当事業年度における主な活動状況 

  出 席 状 況 及 び 発 言 状 況 

取締役 平 田 英 敏

平成27年６月26日就任以降に開催された取締役会10回のうち

９回出席し、必要に応じて、主に大手企業での経営、監督の

経験及び知見から発言を行っております。 

監査役 友 原 征 夫

当事業年度開催の取締役会14回及び監査役会14回の全てに出

席し、必要に応じて、主に税理士としての経験及び知見から

発言を行っております。 

監査役 山 本 昌 平

当事業年度開催の取締役会14回のうち13回及び監査役会14回

のうち13回に出席し、必要に応じて、主に弁護士としての経

験及び知見から発言を行っております。 

 



 

－  － 
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５．会計監査人に関する事項 

(1) 名       称   興亜監査法人 

 

(2) 報 酬 等 の 額                   

① 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 14,400千円 

② 当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他 

の財産上の利益の合計額 14,400千円 

（注）１．当社の重要な子会社であるTOIN（THAILAND）CO., LTD.及びTOIN VIETNAM 

CO., LTD.については、当社の会計監査人以外の監査法人の監査を受けて

おります。 

２．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融

商品取引法に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質

的にも区分できないため、当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額には

これらの合計額を記載しております。 

３．監査役会は、会社が会計監査人との監査契約を締結する際に、社内関係部

署及び会計監査人から必要な書類を入手し、かつ報告を受け、会計監査人

の報酬等の額、その他契約内容が適切であるか検証いたしました結果、同

意することが相当であると判断いたしました。 

 

(3) 会計監査人の解任または不再任の決定の方針 

監査役会は、会計監査人が職務を適切に遂行することが困難と認められる場合

には、株主総会に提出する会計監査人の解任または不再任に関する議案の内容を

決定いたします。 

また、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認め

られる場合は、監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。この

場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集される株主総会において、

会計監査人を解任した旨と解任の理由を報告いたします。 

 



 

－  － 
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６．取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他

業務の適正を確保するための体制 

当社は、当社グループの業務の適正を確保するための体制及び監査に関する体制

について平成27年５月15日開催の当社取締役会にてその内容の一部改定を決議して

おります。 

(1) 取締役及び使用人の職務執行が法令及び定款に適合することを確保するための

体制 

① 取締役及び使用人が法令・定款等を遵守し、経営理念・健全な社会規範の下

にその職務を誠実に遂行するため、コンプライアンスに関する基本方針及び

企業行動規範をはじめとするコンプライアンスに係る規程等の周知徹底を継

続する。 

② 会社のコンプライアンスを統括する組織としてコンプライアンス委員会を設

置・運営し、コンプライアンスに関する体制・重要事項・推進方法等を審議

するとともに、取締役及び使用人に対するコンプライアンス教育・啓蒙活動

を実施する。 

③ 財務報告の信頼性と適正性を確保するため、金融商品取引法の定めに従い、

財務報告に係る内部統制システムを構築し、その有効性を適切に評価、報告

する体制を整備し、運用する。 

④ 業務執行部門から独立した社長直轄の内部監査部門は、内部監査規程に基づ

き監査を実施し、内部統制システムの整備状況・適切性・有効性を監視する。 

⑤ 市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力・団体とは一切の関係を

遮断し、不当要求行為に対しては毅然とした態度で対応するとともに、警察

等の行政機関や外部専門機関等との連携・協力体制を構築・整備する。 

 

(2) 取締役の職務執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 

取締役の職務執行に係る文書（電磁的記録を含む）を取締役会規則等の社内規

程に基づき、検索可能かつ適切な方法により保存・管理する。 

取締役及び監査役は、常時、これらの文書を閲覧できるものとする。 

 

(3) 損失の危機管理に関する規程その他の体制 

① リスク管理方針及びリスク管理規程を制定し、企業価値や会社の持続的な発

展を脅かすリスクに対する的確な把握、適切なコントロール、未然防止に対

応する体制を構築・整備する。 

② 損失の危機管理を統括する組織としてリスク管理委員会を設置・運営し、重

大リスクに対する責任部署のリスクマネジメントを管理・監督するとともに、



 

－  － 
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その実施内容・結果とシステムの有効性を評価し、必要に応じて是正・改善

を指導する。 

③ 会社に重大な影響を及ぼすおそれがある不測の事態が発生した場合は、危機

管理規程に基づき、対策本部を設置し、迅速かつ適切な初期対応を行い、総

合対策・復旧策の統制等により、損害の拡大を防止する。 

 

(4) 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

① 取締役等で構成する経営会議において、経営の重要事項の審議、各部門の業

務執行状況の把握を行い、迅速かつ的確な意思決定と情報の共有化を図る。 

② 経営会議その他の会議において、中期計画、年度計画及び予算の進捗状況を

確認し、所要の対策を決定する。 

 

(5) 当社の企業集団における業務の適正を確保するための体制 

① 企業集団における業務の適正を確保するために「経営理念」「コンプライア

ンス基本方針」「リスク管理方針」及び「企業行動規範」を当社及び子会社

で共有化するとともに、その周知徹底を図る。 

② 当社の海外事業を統括する取締役及び子会社取締役は、定期的に業務執行状

況・経営成績等について当社取締役会へ報告するとともに、経営上のリスク

発生懸念等の重要事項については事前に報告し協議する。 

③ 当社は、毎事業年度ごとの当社及び子会社の経営目標を定め、経営会議で承

認する。 

 

(6) 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使

用人に関する体制及びその使用人の取締役からの独立性に関する事項ならびに

監査役の指示の実効性の確保に関する事項 

① 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合には、速やか

に配置する。 

② 取締役からの独立性を確保するため、当該使用人の異動、評価、賃金等につ

いては、監査役の同意を得るものとする。 

③ 当該使用人は監査役の指揮命令を優先して従事するものとする。 

 

(7) 当社及び子会社の取締役及び使用人が監査役（監査役会）に報告するための体

制ならびに報告をした者が当該報告をしたことを理由に不当な取り扱いを受け

ないことを確保する体制 

① 当社及び子会社の取締役及び使用人が、定例的に監査役または監査役会に提



 

－  － 
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出すべき議事録、稟議書その他の書類を定める。 

② 当社取締役会に報告された事項を除き、次の事実を認めた当社及び子会社の

取締役及び使用人は、直ちにそれを監査役に報告するものとする。 

・会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実 

・不正行為または法令、定款に違反する重大な行為 

・重大な事故・災害等の発生 

③ 上記にかかわらず、監査役はいつでも必要に応じて当社及び子会社の取締役

及び使用人に対し、報告を求めることができるものとする。 

④ 監査役へ報告を行った当社及び子会社の取締役及び使用人に対し、当該報告

を行ったことを理由に不利な扱いを行うことを禁止し、その旨を当該報告者

に通知する。 

 

(8) 監査役の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当該職

務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項 

監査役がその職務の執行について、当社に対し、会社法第388条に基づく費用

の前払等の請求をしたときは、当該請求に係る費用等が当該監査役の職務に必要

でないと立証できる場合を除き、速やかに当該費用を処理する。 

 

(9) その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

① 代表取締役と監査役は、定期的に経営方針、経営の課題、会社を取りまくリ

スク、監査役の監査環境、監査上の重要課題等について意見交換を行い、相

互の認識と理解を深めるものとする。 

② 監査役は、経営会議その他の重要な会議に出席し、必要な意見を述べること

ができるものとする。 

 

７．業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要 

(1) コンプライアンス体制 

① 取締役及び各部門幹部社員で構成されるコンプライアンス委員会を設置して

おり、従業員のコンプライアンスに基づく行動に資するための「コンプライ

アンス事例集」を編集し、全従業員に配布するとともに周知を図っておりま

す。 

同委員会は定期的または必要に応じて適宜開催され（当事業年度９回開催）、

当事業年度は、「コンプライアンス事例集」の改訂の検討などを行いました。 

② 新たに入社した従業員に対しコンプライアンスに関する教育を実施いたして

おります。 



 

－  － 
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(2) リスク管理体制 

取締役及び各部門幹部社員で構成されるリスク管理委員会を設置しており、潜

在リスクの抽出、評価、予防・対応策の検討などを行っております。 

同委員会は定期的または必要に応じて適宜開催され（当事業年度４回開催）、

当事業年度は、特に被災時対応として作成した「ＢＣＰ（事業継続計画）」のさ

らなる充実化を図りました。 

 

(3) 当社グループの経営管理体制 

① グループ会社の重要な業務執行については、当社取締役会の承認を受けてお

ります。 

② 海外事業担当取締役から、取締役会において定期的または必要に応じて適宜

（当事業年度７回）グループ会社の業績、その他業務執行状況を報告してお

ります。 

 

(4) 取締役の職務執行 

取締役会は、社外取締役１名を含む取締役６名で構成されております。取締役

会は監査役４名も出席のうえ、原則として月１回開催（当事業年度14回開催）し、

各部門の業務執行状況の報告の他、取締役会規則に基づく重要事項の報告及び決

議・承認を行っております。 

 

(5) 監査役の職務執行 

① 監査役会は、社外監査役２名を含む監査役４名で構成されております。監査

役会は原則として月１回開催（当事業年度14回開催）し、監査に関する重要

事項についての報告・協議を行っております。 

② 常勤監査役は、経営会議・コンプライアンス委員会・リスク管理委員会等の

重要会議にも出席し、内部統制システムの整備・運用状況を確認しておりま

す。 

③ 監査役は、社外取締役、会計監査人と、さらに、常勤監査役については内部

監査室と意見交換を行い監査の実効性を高めております。 

 



 

－  － 
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連 結 貸 借 対 照 表                   

（平成28年３月31日現在） 
（単位：千円） 

 科     目 金    額 科     目 金    額 

（資 産 の 部） 

流 動 資 産 

現 金 及 び 預 金

受取手形及び売掛金

電 子 記 録 債 権

商 品 及 び 製 品

仕 掛 品

原材料及び貯蔵品

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産 

有形固定資産 

建 物 及 び 構 築 物

機械装置及び運搬具

土 地

リ ー ス 資 産

建 設 仮 勘 定

そ の 他

無形固定資産 

投資その他の資産 

投 資 有 価 証 券

そ の 他

貸 倒 引 当 金

繰 延 資 産 

6,706,500

2,067,954

2,526,114

569,362

416,075

336,374

214,213

65,835

511,569

△   1,000

9,366,733

7,195,193

1,797,692

2,953,511

2,319,579

11,897

47,830

64,681

73,150

2,098,389

1,693,104

407,053

△   1,767

4,514

（負 債 の 部）  

流 動 負 債 4,542,048 

支払手形及び買掛金 2,814,258 

短 期 借 入 金 350,000 

１年内返済予定の長期借入金 575,000 

リ ー ス 債 務 4,871 

未 払 法 人 税 等 12,194 

未 払 消 費 税 等 60,018 

賞 与 引 当 金 94,000 

そ の 他 631,705 

固 定 負 債 3,026,439 

長 期 借 入 金 2,140,000 

リ ー ス 債 務 7,876 

繰 延 税 金 負 債 344,074 

退職給付に係る負債 331,977 

役員退職慰労引当金 128,636 

そ の 他 73,874 

負 債 合 計 7,568,488 

（純 資 産 の 部）  

株 主 資 本 8,110,657 

資 本 金 2,244,500 

資 本 剰 余 金 2,901,824 

利 益 剰 余 金 3,456,762 

自 己 株 式 △  492,429 

その他の包括利益累計額 361,590 

その他有価証券
評 価 差 額 金 

495,990 

繰延ヘッジ損益 △   3,280 

為替換算調整勘定 91,995 

退職給付に係る
調 整 累 計 額 

△  223,114 

非支配株主持分 37,011 

純 資 産 合 計 8,509,260 

資 産 合 計 16,077,748 負債・純資産合計 16,077,748 

（注） 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。 



 

－  － 
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連 結 損 益 計 算 書                   

平成27年４月１日から 
平成28年３月31日まで 

（単位：千円） 

 
科 目 金 額 

売 上 高 11,321,881 

売 上 原 価 9,773,801 

売 上 総 利 益 1,548,080 

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,719,531 

営 業 損 失 171,451 

営 業 外 収 益  

受 取 利 息 2,810  

受 取 配 当 金 28,221  

そ の 他 10,703 41,735 

営 業 外 費 用  

支 払 利 息 52,133  

為 替 差 損 37,262  

そ の 他 6,634 96,030 

経 常 損 失 225,747 

特 別 利 益  

固 定 資 産 売 却 益 327  

保 険 解 約 返 戻 金 16,647 16,975 

特 別 損 失  

固 定 資 産 売 却 損 111  

固 定 資 産 除 却 損 3,637  

役 員 退 職 慰 労 金 7,959 11,707 

税 金 等 調 整 前 当 期 純 損 失 220,479 

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 19,332  

法 人 税 等 調 整 額 △13,625 5,706 

当 期 純 損 失 226,186 

非 支 配 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 4,349 

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 損 失 230,536 

（注） 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。 



 

－  － 
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連結株主資本等変動計算書 

平成27年４月１日から 
平成28年３月31日まで 

（単位：千円） 

 
 

株 主 資 本 

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計 

当連結会計年度期首残高 2,244,500 2,901,824 3,796,685 △492,390 8,450,619 

当連結会計年度変動額  

剰 余 金 の 配 当 △ 109,386 △ 109,386 

親会社株主に帰属する
当 期 純 損 失

△ 230,536 △ 230,536 

自 己 株 式 の 取 得 △   39 △    39 

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当連結会計年度変動額(純額)

 

当連結会計年度変動額合計 ― ― △ 339,922 △   39 △ 339,962 

当連結会計年度末残高 2,244,500 2,901,824 3,456,762 △492,429 8,110,657 

 

 

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額 
非支配株主 
持 分 

純資産合計 その他有価証
券評価差額金

繰延ヘッジ
損 益

為 替 換 算
調 整 勘 定

退職給付に係る
調 整 累 計 額

そ の 他 の 包 括
利益累計額合計

当連結会計年度期首残高 424,318 △3,178 136,048 21,505 578,695 36,178 9,065,493 

当連結会計年度変動額   

剰 余 金 の 配 当  △ 109,386 

親会社株主に帰属する
当 期 純 損 失

 △ 230,536 

自 己 株 式 の 取 得  △    39 

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当連結会計年度変動額(純額)

71,671 △ 102 △ 44,052 △244,620 △217,104 833 △ 216,270 

当連結会計年度変動額合計 71,671 △ 102 △ 44,052 △244,620 △217,104 833 △ 556,232 

当連結会計年度末残高 495,990 △3,280 91,995 △223,114 361,590 37,011 8,509,260 

（注） 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。 



 

－  － 
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連 結 注 記 表 

 
１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等 

(1) 連結の範囲に関する事項 
連結子会社の状況 
連結子会社の数     ２社 
主要な連結子会社の名称 TOIN (THAILAND) CO., LTD. 

TOIN VIETNAM CO., LTD. 
 

(2) 持分法の適用に関する事項 
持分法を適用していない関連会社の状況 

主要な会社等の名称   Printing Solution Co., Ltd. 
持分法を適用しない理由 持分法を適用していない関連会社は、当期純損益

（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合
う額）等からみて、持分法の対象から除いても連
結計算書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全
体としても重要性がないため持分法の適用範囲か
ら除外しております。 

 
(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項 

連結子会社のTOIN (THAILAND) CO., LTD.及びTOIN VIETNAM CO., LTD.の決算
日は12月31日であります。連結計算書類の作成にあたっては、同決算日現在の
計算書類を使用しております。ただし、１月１日から連結決算日３月31日まで
の期間に発生した重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。 

 
(4) 会計方針に関する事項 

① 重要な資産の評価基準及び評価方法 
イ．その他有価証券 

時価のあるもの    連結会計年度末の市場価格等に基づく時価法（評
価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原
価は総平均法により算定しております。） 

時価のないもの    総平均法による原価法 
ロ．デリバティブ取引の評価基準及び評価方法 

時価法 
ハ．たな卸資産の評価基準及び評価方法 

商品、製品、仕掛品  当社及びTOIN (THAILAND) CO., LTD.は、先入先
出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低
下に基づく簿価切下げの方法により算定） 
TOIN VIETNAM CO., LTD.は、総平均法による原価
法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価
切下げの方法により算定） 

原材料、貯蔵品    総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性
の低下に基づく簿価切下げの方法により算定） 



 

－  － 
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② 重要な減価償却資産の減価償却の方法 
イ．有形固定資産              （リース資産を除く） 

当社は定率法、連結子会社は定額法 
ただし、柏第三工場及び平成10年４月１日以降取
得の建物（建物附属設備を除く）については、定
額法によっております。 
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 
建物及び構築物   ８～38年 
機械装置及び運搬具 ４～10年 

ロ．無形固定資産              （リース資産を除く） 
定額法 
なお、自社利用のソフトウエアについては、社内
における利用可能期間に基づく定額法によってお
ります。 

ハ．リ ー ス 資 産                  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする
定額法 

③ 重要な引当金の計上基準 
イ．貸 倒 引 当 金                  債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定
の債権については、個別に回収可能性を検討し回
収不能見込額を計上しております。 

ロ．賞 与 引 当 金                  従業員賞与の支給に充てるため支給見込額に基づ
き計上しております。 

ハ．役員退職慰労引当金  役員の退職慰労金の支給に備えるため、会社内規
による必要額を計上しております。 

④ 重要なヘッジ会計の方法 
イ．ヘッジ会計の方法   繰延ヘッジ処理によっております。 
ロ．ヘッジ手段とヘッジ対象 ヘッジ手段……デリバティブ取引（金利スワップ

取引） 
ヘッジ対象……借入金の金利 

ハ．ヘ ッ ジ 方 針                  変動金利を固定金利に変換する目的で利用してお
ります。 

ニ．ヘッジの有効性評価の方法 ヘッジ対象のキャッシュ・フローが固定され、そ
の変動が回避される状態が引き続き認められるこ
とを定期的に確認しております。 



 

－  － 
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⑤ その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項 
イ．退職給付に係る負債の計上基準 退職給付に係る負債は、従業員の退職給付に備え

るため、当連結会計年度末における見込額に基づ
き、退職給付債務から年金資産を控除した額を計
上しております。なお、確定給付年金制度の対象
外である定年延長期間に対する退職金については、
自己都合退職による期末要支給額の100％を計上
しております。また、執行役員の退職慰労金の支
給に備えるため、会社内規による必要額を計上し
ております。 
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を
当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法に
ついては、給付算定式基準によっております。 
数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均
残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定
額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会
計年度から費用処理しております。 
未認識数理計算上の差異については、純資産の部
におけるその他の包括利益累計額の退職給付に係
る調整累計額に計上しております。 

ロ．重要な外貨建の資産 
  又は負債の本邦通貨 
  への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相
場により円貨に換算し、換算差額は損益として処
理しております。なお、在外子会社の資産及び負
債並びに収益及び費用は、在外子会社の決算日の
直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は純
資産の部における為替換算調整勘定及び非支配株
主持分に含めております。

ハ．消費税等の会計処理  消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式に
よっております。 

 



 

－  － 
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２．会計方針の変更に関する注記 
（企業結合に関する会計基準等の適用） 
「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日）、「連
結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成25年９月13日）及び
「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号 平成25年９月13日）等を
当連結会計年度から適用し、当期純利益等の表示の変更及び少数株主持分から非支
配株主持分への表示の変更を行っております。 

 
３．連結貸借対照表に関する注記 

(1) 担保に供している資産及び担保に係る債務 
① 担保に供している資産 

 建物及び構築物 1,172,646千円 
 機械装置及び運搬具 1,146,604千円 
 土 地 1,825,673千円 

 合 計 4,144,924千円 

② 担保に係る債務 
 １年内返済予定の長期借入金 575,000千円 
 長 期 借 入 金 2,140,000千円 

 合 計 2,715,000千円 

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 13,295,028千円 
 
４．連結株主資本等変動計算書に関する注記 

(1) 当連結会計年度の末日における発行済株式の種類及び総数 
普 通 株 式               6,377,500株 

(2) 剰余金の配当に関する事項 
① 配当金支払額 
（ⅰ）平成27年６月26日開催の第67期定時株主総会において、次のとおり決議し

ております。 
配当金の総額      82,039千円 
１株当たり配当金額   15円00銭 
配当の基準日      平成27年３月31日 
配当の効力発生日    平成27年６月29日 
（注） １株当たり配当金額は、創業60周年記念配当５円を含んでおります。 

（ⅱ）平成27年10月30日開催の取締役会において、次のとおり決議しております。 
配当金の総額      27,346千円 
１株当たり配当金額   ５円00銭 
配当の基準日      平成27年９月30日 
配当の効力発生日    平成27年12月２日 



 

－  － 
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② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会
計年度となるもの 
平成28年６月29日開催予定の第68期定時株主総会において、次のとおり付議
いたします。 

配当の原資       利益剰余金 
配当金の総額      41,019千円 
１株当たり配当金額   ７円50銭 
配当の基準日      平成28年３月31日 
配当の効力発生日    平成28年６月30日 

 
５．金融商品に関する注記 

(1) 金融商品の状況に関する事項 
① 金融商品に対する取組方針 

当社グループは、設備投資計画に照らして、必要な資金（主に銀行借入）を
調達しております。余資は主に流動性の高い金融資産で運用しております。
デリバティブは、借入金の金利変動リスクを回避するために利用しており、
投機的な取引は行わない方針であります。 

② 金融商品の内容及びそのリスク 
営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されておりま
す。また、一部外貨建てのものについては、為替の変動リスクに晒されてお
ります。 
投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の
変動リスクに晒されております。 
営業債務である支払手形及び買掛金は、そのほとんどが５ヶ月以内の支払期
日であります。一部外貨建てのものについては、為替の変動リスクに晒され
ております。 
借入金は、主に設備投資に係る資金調達を目的としたものであり、弁済日は
最長で決算日後７年であります。このうち一部は、金利の変動リスクに晒さ
れておりますが、デリバティブ取引（金利スワップ取引）を利用してヘッジ
しております。 
デリバティブ取引は、借入金に係る支払金利の変動リスクに対するヘッジを
目的とした金利スワップ取引であります。なお、ヘッジ会計に関するヘッジ
手段とヘッジ対象、ヘッジ方針、ヘッジ有効性評価の方法等については、前
述の「１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記
等 (4) 会計方針に関する事項 ④ 重要なヘッジ会計の方法」をご参照く
ださい。 



 

－  － 
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③ 金融商品に係るリスク管理体制 
・信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理 

当社は、営業債権については、与信管理ルールに従い、主要な取引先の状況
を定期的にモニタリングし、取引先ごとに期日及び残高を管理するとともに、
財務状況の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。連結
子会社についても、同様の管理を行っております。 
デリバティブ取引については、取引相手先を高格付を有する金融機関に限定
しているため信用リスクはほとんどないと認識しております。 

・市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理 
当社は、外貨建ての営業債権債務について、同じ外貨建ての債権債務のリス
クは相殺され、その相殺の範囲を超える金額は少額であるため、リスクは僅
少であると認識しております。また、借入金に係る支払金利の変動リスクを
抑制するために、金利スワップ取引を利用しております。 
投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況
等を把握しております。 

・資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払を実行できなくなるリスク）
の管理 
当社は、各部署からの報告に基づき経理部が適時に資金繰計画を作成・更新
するとともに、手許流動性の維持などにより流動性リスクを管理しておりま
す。連結子会社についても、同様の管理を行っております。 

④ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 
金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合に
は合理的に算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては
変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、
当該価額が変動することがあります。また、デリバティブ取引に関する契約
額等については、その金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスクを示す
ものではありません。 

 



 

－  － 
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(2) 金融商品の時価等に関する事項 
平成28年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額につい
ては、次のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認めら
れるものは含まれておりません（（注）２．参照）。 

 
連結貸借対照表計上額

（千円） 
時 価 
（千円） 

差 額 
（千円） 

①現金及び預金 2,067,954 2,067,954 ― 

②受取手形及び売掛金 2,526,114 2,526,114 ― 

③投資有価証券 1,556,218 1,556,218 ― 

資産計 6,150,287 6,150,287 ― 

①支払手形及び買掛金 2,814,258 2,814,258 ― 

②短期借入金 350,000 350,000 ― 

③長期借入金（１年内返済予定を含む） 2,715,000 2,737,134 22,134 

負債計 5,879,258 5,901,393 22,134 

デリバティブ取引（※） (4,726) (4,726) ― 

（※）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合
計で正味の債務となる項目については（ ）で示しております。 

 

（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項 

資 産 

①現金及び預金、②受取手形及び売掛金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当

該帳簿価額によっております。 

③投資有価証券 

これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。 

負 債 

①支払手形及び買掛金、②短期借入金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当

該帳簿価額によっております。 

③長期借入金（１年内返済予定を含む） 

長期借入金の時価は、元利金の合計額を、同様の新規借入を行った場合に想定さ

れる利率で割り引いた現在価値により算定しております。なお、変動金利によるも

のについては、短期間で市場金利を反映し、また、当社の信用状態は実行後大きく

異なっていないことから、時価は帳簿価額と近似していると考えられるため、当該

帳簿価額によっております。 



 

－  － 
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デリバティブ取引 

ヘッジ会計が適用されているもの 

金利関連 

 

ヘッジ会計
の 方 法

取引の種類
主なヘッジ
対 象

当連結会計年度(平成28年３月31日) 

 
契約額等
（千円）

契約額等の
うち１年超
（千円）

時 価 
（千円） 

 原則的処理方法
金利スワップ取引
変動受取・固定支払

長期借入金 120,000 114,000 △4,726 

 合 計 120,000 114,000 △4,726 

（注）時価の算定方法 

取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しております。 

２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品 

 区 分 
連結貸借対照表計上額 

（千円） 

 投資有価証券  

 非上場株式 136,885 

これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められ

ることから、上表には含めておりません。 

３．金銭債権の連結決算日後の償還予定額 

  
１年以内
（千円）

１ 年 超
５年以内
（千円）

５ 年 超
10年以内
（千円）

10 年 超 
（千円） 

 現金及び預金 2,067,954 ― ― ― 

 受取手形及び売掛金 2,526,114 ― ― ― 

 合計 4,594,069 ― ― ― 

４．長期借入金の連結決算日後の返済予定額 

  
１年以内
（千円）

１ 年 超 
２年以内 
（千円）

２ 年 超
３年以内
（千円）

３ 年 超
４年以内
（千円）

４ 年 超
５年以内
（千円）

５ 年 超 
（千円） 

 長期借入金 575,000 595,000 545,000 435,000 330,000 235,000 

 
６．１株当たり情報に関する注記 

① １株当たり純資産額 1,549円07銭 
② １株当たり当期純損失 42円15銭 

 
７．重要な後発事象に関する注記 

該当事項はありません。 
 
８．その他の注記 

該当事項はありません。 



 

－  － 
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貸 借 対 照 表 

（平成28年３月31日現在） 
（単位：千円） 

 科     目 金    額 科     目 金    額 

（資 産 の 部） 

流 動 資 産 

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

売 掛 金

電 子 記 録 債 権

商 品 及 び 製 品

仕 掛 品

原材料及び貯蔵品

前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産 

有形固定資産 

建 物

構 築 物

機 械 及 び 装 置

車 両 運 搬 具

工具、器具及び備品

土 地

リ ー ス 資 産

建 設 仮 勘 定

無形固定資産 

商 標 権

ソ フ ト ウ エ ア

電 話 加 入 権

投資その他の資産 

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

関 係 会 社 出 資 金

関係会社長期貸付金

破 産 更 生 債 権 等

長 期 前 払 費 用

そ の 他

貸 倒 引 当 金

6,342,877

1,795,607

652,777

1,833,913

569,362

406,171

329,615

182,839

51,217

65,065

457,307

△   1,000

9,601,754

6,196,391

1,371,299

29,833

2,360,614

11,256

46,557

2,319,579

9,420

47,830

63,326

159

59,642

3,524

3,342,036

1,559,358

166,845

706,710

592,500

1,767

24,439

292,183

△   1,767

（負 債 の 部）  

流 動 負 債 4,457,612 

支 払 手 形 2,095,069 

買 掛 金 690,303 

短 期 借 入 金 350,000 

１年内返済予定の長期借入金 575,000 

リ ー ス 債 務 2,795 

未 払 金 212,354 

未 払 費 用 191,469 

未 払 法 人 税 等 8,896 

未 払 消 費 税 等 60,018 

預 り 金 57,375 

賞 与 引 当 金 94,000 

そ の 他 120,329 

固 定 負 債 2,803,325 

長 期 借 入 金 2,140,000 

リ ー ス 債 務 7,876 

繰 延 税 金 負 債 344,074 

退 職 給 付 引 当 金 108,862 

役員退職慰労引当金 128,636 

そ の 他 73,874 

負 債 合 計 7,260,937 

（純 資 産 の 部）  

株 主 資 本 8,190,985 

資 本 金 2,244,500 

資 本 剰 余 金 2,901,824 

資 本 準 備 金 2,901,800 

その他資本剰余金 24 

利 益 剰 余 金 3,537,090 

利 益 準 備 金 369,000 

その他利益剰余金 3,168,090 

固定資産圧縮積立金 287,323 

別 途 積 立 金 2,400,000 

繰 越 利 益 剰 余 金 480,766 

自 己 株 式 △  492,429 

評価・換算差額等 492,709 

その他有価証券
評 価 差 額 金 

495,990 

繰延ヘッジ損益 △   3,280 

純 資 産 合 計 8,683,694 

資 産 合 計 15,944,632 負債・純資産合計 15,944,632 

（注） 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。 



 

－  － 
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損 益 計 算 書 

平成27年４月１日から 
平成28年３月31日まで 

（単位：千円） 

 
科 目 金 額 

売 上 高 10,929,622 

売 上 原 価 9,422,427 

売 上 総 利 益 1,507,195 

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,627,021 

営 業 損 失 119,826 

営 業 外 収 益  

受 取 利 息 12,422  

受 取 配 当 金 29,319  

そ の 他 6,954 48,696 

営 業 外 費 用  

支 払 利 息 52,231  

そ の 他 3,445 55,676 

経 常 損 失 126,805 

特 別 利 益  

固 定 資 産 売 却 益 327  

保 険 解 約 返 戻 金 16,647 16,975 

特 別 損 失  

固 定 資 産 売 却 損 111  

固 定 資 産 除 却 損 3,637  

役 員 退 職 慰 労 金 7,959 11,707 

税 引 前 当 期 純 損 失 121,538 

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 13,210  

法 人 税 等 調 整 額 △14,041 △    831 

当 期 純 損 失 120,706 

（注） 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。 



 

－  － 
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株主資本等変動計算書 

平成27年４月１日から 
平成28年３月31日まで 

（単位：千円） 

 

 

株 主 資 本 

資本金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 

自己株式 
株主資本 
合 計 資本準備金

そ の 他
資本剰余金

資本剰余金
合 計

利益準備金

その他利益剰余金 
利益剰余金
合 計固 定 資 産

圧縮積立金
別途積立金

繰越利益
剰 余 金

当 期 首 残 高 2,244,500 2,901,800 24 2,901,824 369,000 293,513 2,400,000 704,669 3,767,183 △ 492,390 8,421,118 

当 期 変 動 額   

固定資産圧縮
積立金の積立

7,357 △  7,357 ―  ― 

固定資産圧縮
積立金の取崩

△  13,546 13,546 ―  ― 

剰余金の配当 △ 109,386 △ 109,386  △ 109,386 

当 期 純 損 失 △ 120,706 △ 120,706  △ 120,706 

自己株式の取得 △    39 △    39 

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

  

当期変動額合計 ― ― ― ― ― △  6,189 ― △ 223,903 △ 230,093 △    39 △ 230,132 

当 期 末 残 高 2,244,500 2,901,800 24 2,901,824 369,000 287,323 2,400,000 480,766 3,537,090 △ 492,429 8,190,985 

 

 
評 価 ・ 換 算 差 額 等 

純 資 産 合 計 
その他有価証券評価差額金 繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 評価・換算差額等合計

当 期 首 残 高 424,318 △  3,178 421,140 8,842,258 

当 期 変 動 額  

固定資産圧縮
積立金の積立

― 

固定資産圧縮
積立金の取崩

― 

剰余金の配当 △ 109,386 

当 期 純 損 失 △ 120,706 

自己株式の取得 △    39 

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

71,671 △   102 71,568 71,568 

当期変動額合計 71,671 △   102 71,568 △ 158,563 

当 期 末 残 高 495,990 △  3,280 492,709 8,683,694 

（注） 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。 



 

－  － 
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個 別 注 記 表 

 
１．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

(1) 資産の評価基準及び評価方法 
① 有価証券の評価基準及び評価方法 

子会社株式及び     総平均法による原価法 
関連会社株式 

その他有価証券 
時価のあるもの    事業年度末日の市場価格等に基づく時価法（評価

差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価
は総平均法により算定しております。） 

時価のないもの    総平均法による原価法 
② デリバティブ取引の評価基準及び評価方法 

時価法 
③ たな卸資産の評価基準及び評価方法 

商品、製品、仕掛品   先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益
性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定） 

原材料、貯蔵品     総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性
の低下に基づく簿価切下げの方法により算定） 

 
(2) 固定資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産              （リース資産を除く） 
定率法 
ただし、柏第三工場及び平成10年４月１日以降取
得の建物（建物附属設備を除く）については、定
額法によっております。 
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 
建物     ８～38年 
機械及び装置 10年 

② 無形固定資産              （リース資産を除く） 
定額法 
なお、自社利用のソフトウエアについては、社内
における利用可能期間（５年）に基づく定額法に
よっております。 

③ リ ー ス 資 産     リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする
定額法 

 
(3) 引当金の計上基準 

① 貸 倒 引 当 金     債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権に
ついては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定
の債権については、個別に回収可能性を検討し回
収不能見込額を計上しております。 



 

－  － 
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② 賞 与 引 当 金     従業員賞与の支給に充てるため支給見込額に基づ
き計上しております。 

③ 退職給付引当金     従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末に
おける退職給付債務及び年金資産の見込額に基づ
き計上しております。なお、確定給付年金制度の
対象外である定年延長期間に対する退職金につい
ては、自己都合退職による期末要支給額の100％
を計上しております。また、執行役員の退職慰労
金の支給に備えるため、会社内規による必要額を
計上しております。 
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を
当事業年度末までの期間に帰属させる方法につい
ては、給付算定式基準によっております。 
数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均
残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定
額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年
度から費用処理しております。 

④ 役員退職慰労引当金   役員の退職慰労金の支給に備えるため、会社内規
による必要額を計上しております。 

 
(4) 重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法    繰延ヘッジ処理によっております。 
② ヘッジ手段とヘッジ対象 ヘッジ手段……デリバティブ取引（金利スワップ

取引） 
ヘッジ対象……借入金の金利 

③ ヘ ッ ジ 方 針                   変動金利を固定金利に変換する目的で利用してお
ります。 

④ ヘッジの有効性評価の方法 ヘッジ対象のキャッシュ・フローが固定され、そ
の変動が回避される状態が引き続き認められるこ
とを定期的に確認しております。 

 
(5) その他計算書類の作成のための基本となる事項 

① 退職給付に係る会計処理 退職給付に係る未認識数理計算上の差異の未処理
額の会計処理の方法は、連結計算書類におけるこ
れらの会計処理の方法と異なっております。 

② 消費税等の会計処理   消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式に
よっております。 

 



 

－  － 
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２．貸借対照表に関する注記 
(1) 担保に供している資産及び担保に係る債務 

① 担保に供している資産 
 建 物 1,172,646千円 
 機械及び装置 1,146,604千円 
 土 地 1,825,673千円 

 合 計 4,144,924千円 

② 担保に係る債務 
 １年内返済予定の長期借入金 575,000千円 
 長 期 借 入 金 2,140,000千円 

 合 計 2,715,000千円 

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 13,137,522千円 
(3) 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 

① 短期金銭債権               45,443千円 
② 長期金銭債権               592,500千円 
③ 短期金銭債務               6,118千円 

 
３．損益計算書に関する注記 

関係会社との取引高 
① 売  上  高 70,918千円 
② 仕  入  高 45,670千円 
③ 営業取引以外の取引 17,040千円 

 
４．株主資本等変動計算書に関する注記 

 当事業年度の末日における自己株式の種類及び総数 
普 通 株 式 908,252株 

 



 

－  － 
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５．税効果会計に関する注記 
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

繰延税金資産 
 繰越欠損金 29,281千円 
 貸倒引当金損金算入限度超過額 855千円 
 賞与引当金損金算入限度超過額 29,046千円 
 役員退職慰労引当金損金算入限度超過額 39,376千円 
 退職給付引当金損金算入限度超過額 33,316千円 
 会員権評価損 39,862千円 
 そ の 他 26,883千円 

 繰延税金資産小計 198,620千円 
 評価性引当額 △132,108千円 

 繰延税金資産合計 66,511千円 

繰延税金負債 
 固定資産圧縮積立金 126,828千円 
 その他有価証券評価差額金 218,693千円 

 繰延税金負債合計 345,521千円 

 繰延税金負債の純額 279,009千円 

 
６．関連当事者との取引に関する注記 

 子会社及び関連会社等 

種類
会社等の名称
又 は 氏 名

所 在 地
資本金又は
出 資 金
(百万ドン)

事業の内容
又 は 職 業

議決権等の所
有（被所有）
割 合 （ ％ ）

関連当事者
と の 関 係

取引の内容
取引金額
（千円）

科 目 
期末残高 
（千円） 

子会社
TOIN VIETNAM 
C O . ,  L T D .

ベ ト ナ ム
(ビンズン省)

146,968 製 造 業
（所有）
直接100.0

製品・資材
の 売 買
資 金 援 助

－ － 貸 付 金 600,000 

貸付の利息 12,032 － － 

取引条件及び取引条件の決定方針等 
① 利率は市場金利を勘案し決定しております。 
② 返済期限は平成34年９月30日であります。 

 
７．１株当たり情報に関する注記 

① １株当たり純資産額 1,587円73銭 
② １株当たり当期純損失 22円07銭 

 
８．重要な後発事象に関する注記 

該当事項はありません。 
 
９．その他の注記 

該当事項はありません。 
 
 



 

－  － 
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連結計算書類に係る会計監査報告 

独立監査人の監査報告書  

平成28年５月12日  

ト ー イ ン 株 式 会 社  
取 締 役 会 御中  

興 亜 監 査 法 人  

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 近 田 直 裕  

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 松 村  隆  
 

 

当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、トーイン株式会社の平成27年

４月１日から平成28年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結

貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監

査を行った。 

 

連結計算書類に対する経営者の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬に

よる重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要

と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

 

監査人の責任 

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結

計算書類に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に

公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るため

に、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。 

監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための

手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結

計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目

的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人

は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連

結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経

営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評

価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討することが含まれる。 

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断し

ている。 

 



 

－  － 
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監査意見 

当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る企業会計の基準に準拠して、トーイン株式会社及び連結子会社からなる企業集団の

当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正

に表示しているものと認める。 

 

利害関係 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載す

べき利害関係はない。 

以 上 

 

 



 

－  － 
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計算書類に係る会計監査報告 

独立監査人の監査報告書  

平成28年５月12日  

ト ー イ ン 株 式 会 社  
取 締 役 会 御中  

興 亜 監 査 法 人  

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 近 田 直 裕  

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 松 村  隆  
 

 
当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、トーイン株式会社の平

成27年４月１日から平成28年３月31日までの第68期事業年度の計算書類、すなわち、
貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細
書について監査を行った。 
 
計算書類等に対する経営者の責任 
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、
不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正
に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれ
る。 
 

監査人の責任 
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算

書類及びその附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国
において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基
準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかに
ついて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施する
ことを求めている。 
監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を

入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は
誤謬による計算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて
選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するための
ものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監
査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連す
る内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方
法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその
附属明細書の表示を検討することが含まれる。 
当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断し

ている。 

 



 

－  － 
 

 

 

 

 

 

(38) ／ 2016/06/02 11:27 (2016/05/23 18:32) ／ wn_16213735_04_os7トーイン様_招集_監査報告書_P.docx 

38

監査意見 
当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正

妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係
る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと
認める。 
 

利害関係 
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載す

べき利害関係はない。 
以 上 

 

 



 

－  － 
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監査役会の監査報告 

監 査 報 告 書  

当監査役会は、平成27年４月１日から平成28年３月31日までの第68期事業年度

の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議

の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。 

 

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容 

(1) 監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施

状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその

職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。 

(2) 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、

職務の分担等に従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を

図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監

査を実施しました。 

① 取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務

の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書

類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査

いたしました。また、子会社については、子会社の取締役及び監査役等と

意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受

けました。 

② 事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合す

ることを確保するための体制その他株式会社及びその子会社からなる企業

集団の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第

100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容

及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）につい

て、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報

告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。 

③ 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているか

を監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況につい

て報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から

「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規

則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17

年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必

要に応じて説明を求めました。 

 

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計

算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及

びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連

結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。 

 



 

－  － 
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２．監査の結果 

(1) 事業報告等の監査結果 

① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正

しく示しているものと認めます。 

② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反す

る重大な事実は認められません。 

③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めま

す。また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役

の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。 

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果 

会計監査人興亜監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。 

(3) 連結計算書類の監査結果 

会計監査人興亜監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。 

 

平成28年５月13日  

トーイン株式会社 監査役会  

常勤監査役 埴 淵 正 伯  

社外監査役 友 原 征 夫  

社外監査役 山 本 昌 平  

監 査 役 平 澤 勝 敏  

 

以 上 

 



 

－  － 
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株主総会参考書類 
 

第１号議案 剰余金の処分の件 

剰余金の処分につきましては、以下のとおりといたしたいと存じます。 

期末配当に関する事項 

第68期の期末配当につきましては、当事業年度の業績、今後の事業展開

及び財務の健全性を鑑み、株主の皆様への安定配当方針の見地から、以

下のとおりといたしたいと存じます。 

① 配当財産の種類 

金銭といたします。 

② 配当財産の割り当てに関する事項及びその総額 

当社普通株式１株につき金７円50銭といたしたいと存じます。 

この場合の期末配当の総額は、41,019,360円となります。 

なお、年間配当は中間配当金５円とあわせて当社普通株式１株につき

金12円50銭となります。 

③ 剰余金の配当が効力を生じる日 

平成28年６月30日といたしたいと存じます。 

 



 

－  － 
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第２号議案 監査役１名選任の件 

監査役友原征夫氏は、本総会終結の時をもって任期満了となります。つ

きましては、監査役１名の選任をお願いいたしたいと存じます。 

なお、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。 

監査役候補者は、次のとおりであります。 

氏 名
 (生 年 月 日               )

略歴、当社における地位及び重要な兼職の状況 
所有する当社 
株 式 の 数 

 友
とも

原
はら

征
ゆく

夫
お

(昭和16年８月５日)

平成11年７月 芝税務署長 

平成12年８月 税理士事務所開業 

平成20年６月 当社監査役 

現在に至る 

24,200株 

（注）１．候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。 

２．友原征夫氏は、社外監査役候補であります。 

３．友原征夫氏につきましては、直接企業経営に関与したことはありませんが、税理士

として税務・会計に関する高度な知見と実務経験を有しており、専門的見地から監

査を行っていただくため、社外監査役として選任をお願いするものであります。同

氏は、現在、当社の監査役であり、監査役としての在任期間は本総会終結の時を

もって８年となります。 

４．当社は、友原征夫氏との間で、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条

第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しており、当該契約に基づく損害賠償

責任の限度額は、法令で定める最低責任限度額としております。なお、同氏の再任

が承認された場合には、当該契約を継続する予定であります。 

５．当社は、友原征夫氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取

引所に届け出ております。なお、同氏の再任が承認された場合には、引き続き独立

役員とする予定であります。 

 



 

－  － 
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第３号議案 退任取締役に対し退職慰労金贈呈の件 

平成28年３月21日に逝去されました取締役故山科裕彦氏に対し、在任中

の労に報いるため、退職慰労金を贈呈いたしたく存じます。 

贈呈については、当社所定の基準に従うこととし、その具体的な金額、

時期、方法等は、取締役会にご一任願いたいと存じます。 

故山科裕彦氏の略歴は次のとおりであります。 

氏 名 略 歴 

山
やま

 科
しな

 裕
やす

 彦
ひこ 平成23年６月 当社取締役 

平成28年３月 逝去 

 

以 上 
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定時株主総会会場ご案内 

 
柏の葉カンファレンスセンター ２階 ルーム５ 

千葉県柏市若柴178－４ 柏の葉キャンパス148街区２ 

ＴＥＬ（04）7133－4650 

 

交通のご案内 

 

つくばエクスプレス 

柏の葉キャンパス駅下車 西口より徒歩３分 

お車でのご来場はご遠慮くださいます 

ようお願い申しあげます。 

 

環境にやさしく……本紙は再生紙を使用しております。 

(                 )


